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子どもの親権問題における不正義是正の困難 

司法の硬直的な考え方が改まらなければ、ハーグ条約批准によっても親による子どもの拉

致(parental abduction)を止められない 

伊藤聖美記者 

 

２０１０年５月６日、総務省の官僚である渡邉泰之氏が家に帰ったところ、妻と２歳の娘

が服などとともに消え去っていた。 

彼の妻はゴールデンウィーク直後に娘を連れ去った。彼がゴールデンウィーク中に娘をハ

イキングに連れて行ったり、地元のお祭りに連れていったりして楽しんだ数日後のことだ

った。 

現在、栃木県那須塩原市の副市長である渡邉氏（４０）は、その当時のことを思い出し、

娘を背中にしょって娘が寝付いて寄り掛かるまで一緒に歌を歌っていた時のことなどを詳

しく語った。 

彼の人生は、その運命の日を境にして完全に変わってしまった。娘は先月で５歳になって

しまった。 

「子どもたちが両方の親の愛情を感じて育つことほど重要なことはありません。特に、子

どもたちが成長していくときには。私の娘は私に捨てられたと感じていると思います。私

が娘をもはや愛していないから姿を消したのだと。」と渡邉氏はＪａｐａｎ Ｔｉｍｅｓ

に語った。 

日本において、夫婦間の諍いののちに子どもとの関係を引き裂かれた親は数多くおり、渡

邉氏はその一人に過ぎない。日本という国は単独親権制度を採用しており、親権は通常母

親にわたすことにしている。そして、子どもと引き離された親に対して、子どもたちと、

たとえ会えるにせよ、非常にわずかな頻度でしか会えなくする慣習を有している。 

この日本の残酷な現実は、外国人にも広く知られている。その外国人の中には、日本人の

配偶者により子どもを海外から日本に連れ去られ、引き離されている在外の者も含まれる。 

これらのいわゆる親による子どもの拉致(abduction)の問題が、国境を跨いだ子どもの誘拐

を防止するためのハーグ条約を日本が批准するよう求める要求が増大している背景にある。 
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「これらの二つの問題は、実際には非常に密接に関連しています。なぜならば国内の問題

も国際の問題も状況は全く同じだからです。自分の子どもがある日突然誘拐され、会うこ

とすら許されないという状況は全く変わりません。」と渡邉氏は言う。 

娘の誘拐後に妻との長期間の裁判所で闘い続け、現在も離婚手続きを進める渡邉氏は、こ

う続ける 

連れ去られた当初妻は彼を娘に数回会わせたが、その後、妻が彼を虚偽の配偶者暴力（Ｄ

Ｖ）で訴えるという仕打ちをし突然会えなくなったと言う。 

渡邉氏の妻は、妊娠中に渡邉氏が大きなハサミを突きつけて脅したり、彼女が駅のホーム

の傍にいる際には喜んで突き落してくれるヤクザの知り合いがいると語ったと主張して裁

判に訴えた。しかし、その配偶者暴力の訴えは後に取り下げられた。 

「『ＤＶ』の訴えにより裁判所への出頭命令書を受けとること程、おそろしい経験はあり

ません。私は（それを受け取った際）完全に取り乱しました。しかし、裁判官は、妻の主

張の大半には疑問があることを認め、妻には虚偽の申立ての罪が科される恐れがあると警

告しました。そこで、妻は、判決が出される直前になり訴えを取り下げたのです」と渡邉

氏は言った。 

にもかかわらず、彼の妻は子どもの監護権を求める裁判を訴え、そして、再度、暴力の訴

えを出してきたのである。 

昨年の２月、千葉家裁の裁判官である若林辰繁氏は、渡邉氏の娘の監護権を「継続性の原

則」を利用して妻とし、更には渡邉氏が配偶者暴力を犯したと認定した上で、娘を引き渡

すよう求めていた彼の訴えを退けた。最高裁は９月にそれを追認する決定をした。 

渡邉氏は、法廷での闘争を続けつつ、国会議員にこの問題に取り組むよう要請し、彼の事

件は国会でも取り上げられた。 

渡邉氏は、自らの立場から、当初は匿名で訴え続けることを望んでいた。しかし、彼の状

況について多くの人たちの支援を得るため、彼は自らに起こったことを報道機関に伝える

道を進むことにした。 

「私は『ＤＶ夫』という烙印を押されてしまった。その裁判官は、私の件について完全に

事実と法を無視したのです。私は立ち上がり（裁判官と）闘う以外に残された選択肢はな

かったのです。」と渡邉氏は語った。 

渡邉氏は、裁判官である若林氏を罷免させるため、国会議員からなる裁判官訴追委員会に

助けを求めた。 
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日本に居るいわゆる「置き去りにされた親」たちの数多くがこの若林氏に対し激しい憤り

を募らせているが、特に２０１１年に「『継続性の原則』よりも子どもの利益を優先すべ

き」と国会で答弁した江田五月法務大臣（当時）を非難したことは激怒させた。 

「同様の状況におかれた人たちは非常に多くいます。私は、その人たちのためにも諦める

ことはできないのです。これは、私と娘だけの問題ではありません。全ての子どもたちと

その親のための闘いなのです。」と渡邉氏は言う。 

家裁による調査によると、子どもを連れ去った親から子どもを引き渡すよう求める親によ

る裁判は２００１年には４０９件であったが、２０１１年には、子どもを戻すよう求める

親の数は１９８５件にまで跳ね上がった。しかし、その数は、家裁が公式に受けた「置き

去りにされた親」により法的に訴えられた事件しか反映していない。専門家は、それは氷

山の一角でしかないと推測する。 

早稲田大学の家族法の教授である棚村氏は、日本における単独親権制度や通常母親に監護

権を渡す現在の司法の仕組みなど、様々な要因が親による子どもの拉致が増加している背

景にあるという。 

「時代は変わっているのです。父親も子育てに一層関わるようになり、単独親権制度を含

む法的な仕組みが子どもを巡る争いをより起きやすくさせています。日本の司法の仕組み

のこの部分については時代遅れになっていると考えます。」と棚村教授は言う。 

日本の司法体系を独特なものにする（他国との）もっとも大きな違いは、日本において最

初に子どもを連れ去った親の行為は犯罪とみなされないという点である。そのため、離婚

のおそれが生じると、片方の親（通常は母親）が子どもをその親の実家に連れ去ることが

当たり前となってしまうのである。 

しかし、もし置き去りにされた親が、その後、家から消え去ってしまった子どもを取り返

そうとすると、その行為は誘拐とみなされるのである。 

棚村氏は、子どもから引き離された親が子どもを取り返そうとして誘拐犯とされる事件で

は、取り返そうとした親が自分の行為が誘拐にあたると気づいていない場合が数多くある

と主張する。彼らからすれば、単に離婚の争いの一環と考えていたか、または、子どもを

虐待環境から助け出そうとしただけなのだと。 

「親による誘拐をすべて違法とするのは困難ですが、同時に、ダブルスタンダードになっ

ている事件も数多くあるのです。最初に母親が子どもを連れ去るのは問題なくて、父親が

子どもを取り返そうとしたら違法とされます。これは、長い間、子どもは母親の所有物と

考えられてきた考え方が根底にあります」と棚村氏は言う。 
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別居後に子どもが両方の親に会う機会を奪われることを防ぐため、民法の７６６条が２０

１１年に改正され、裁判に持ち込まれていない離婚手続きの中で面会交流や養育費その他

について決定するよう明記された。そして、その際には子どもの利益を最優先に考慮する

ようにも規定された。 

しかし、このような改正は渡邉氏のような人たちを救うことができなかった。渡邉氏の事

件は当該改正後に判決が出たのだ。「この改正は子どもの養育について離婚する際に合意

することを目的とするものです。しかし、この合意は全く強制力をもつものではありませ

ん。」と棚村氏は言う。 

棚村氏や他の専門家は、日本が「国際的な子の奪取の民事面に関するハーグ条約」に署名

すれば、日本の司法の仕組みは根本的に変わることになり、そして、多くの人々の考え方

も根本から改められるに違いない、さもなければ、この条約への加盟は失敗に終わる、と

の意見で一致する。 

最近設立された日本人と外国人の置き去りにされた親やその支援者等から構成される団体

である「絆・親子再統合」の代表であるジョン・ゴメス氏は、子どもは両方の親に会う権

利があると主張する。また、日本国内の監護権についての今の一方的な仕組みを残したま

まハーグ条約に加盟しても何も解決しないのだから、置き去りにされた親たちは協力しあ

うことが必要だと強調する。 

「国際的なケースも国内のケースも根っこは同じ原因を抱えています。それは日本の家族

法であり、日本の裁判所です。」とゴメス氏は言う。 

「この拉致問題は、日本にいる全ての人に影響を与えます。母親であろうと父親であろう

と。そして、日本人であろうと外国人であろうと。」 

ハーグ条約は、国際間の親による誘拐を防ぐため、片方の親が「常居住地」である国から

違法に連れ去られた子どもを迅速に返還させることを目的としている。Ｇ８の中で、この

条約に署名していないのは唯一日本だけである。 

日本は、米国、英国、カナダなどを含む加盟国からこの条約に加盟するよう圧力を受け続

けてきた。しかし、強い国内の反対勢力、特に、配偶者暴力から身を守るために子どもを

連れて日本に戻ったと主張する日本人の母親たち（の圧力）により、日本政府は全くやる

気を見せなかった。 

しかし、国際社会からの激しい批判を受け、日本は、ついに条約への署名の宣言とハーグ

条約関連法案を、野田総理の民主党が多数を占める前国会に提出した。しかし、政治家た

ちは、国内問題に関連する国内の権力闘争に明け暮れて多くの時間を費やし、ハーグ条約

を再び隅に押しやったのである。 
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そして、この問題は自民党による新政府下において解決の方向に話が進むか不透明な状態

にある。 

政府の官僚は一度審議が始まればハーグ条約関連法は可決されるだろうと自信をのぞかせ

る。しかし、日本人の妻と別居し娘と会うこともままならないまま日本に長期間滞在する

ゴメス氏のような親たちは、ハーグ条約加盟は正しい方向に向かう単なる一里塚に過ぎず、

問題解決の決定打にはならないと言う。 

ゴメス氏は、法的に親による誘拐は止めさせなければならず、面会交流権は強制力を有す

るものとし、そして、共同親権制度が導入されるべきと説明する。しかし、新しいルール

が遵守されることを確実にするためには、これらの変化による利益を多くの人々が理解し

なければならず、多くの人々が制度改正と同時に気付くことも必須であるとも加えて主張

した。 

「ハーグ条約は単なる一つの道具です。我々の究極の目標は、日本の社会的・法的な変革

です。人々の考え方や行動の完全な変革です。」とゴメス氏は言い、続けて「日本人も外

国人も同様であり、社会的・法的な変化は日本社会と子どもたちにとって良いことであり、

生活の質の向上につながるものと我々は固く信じています。」と語った。 

 


